
第１８回委員会で審議を実施した事業 

 
１ 県事業 
 

番号 
事 業 名 

路線又は箇所名等 
事 業 概 要 

再評価
の理由

１ 

土地区画整理事業及び 
住宅市街地基盤整備事業 
柏北部中央地区及び 
柏都市計画道路 3･2･40 十余二船戸線 

土地区画整理事業 
つくばエクスプレス沿線地域において、鉄道整備と
良好な市街地創出のため一体的な整備を図る。 
・総事業費 963 億円 
・事業期間 H11～H34（変更後） 
・事業面積 272.9ha 
住宅市街地基盤整備事業 
区画整理事業地内の骨格となる道路整備を図る。 
・総事業費 123.5 億円 
・事業期間 H13～H29（変更後） 
・事業延長 2.18ｋｍ 
※（注）事業期間は変更手続き中である。 

② 

２ 
街路事業 
市川都市計画道路 3･5･26 号鬼高若宮線

都市計画道路鬼高若宮線の市川市鬼越から中山まで
の約 0.5km 区間で、京成本線との立体交差を含む拡幅
工事を行い、交通混雑の緩和を図る。 
・総事業費 72 億円 
・事業期間 H11～H24 
・事業延長 0.5kｍ 

② 

３ 
街路事業（連続立体交差事業） 
新京成線（鎌ケ谷市） 

新京成線の鎌ケ谷大仏駅～くぬぎ山駅間の約３．３ｋ
ｍを高架化し、既存の踏切１０箇所を除却することに
より、交通渋滞と踏切事故の解消を図る。 
・総事業費 350 億円 
・事業期間 H13～H22 
・事業延長 3,257ｍ 

② 

４ 
海岸高潮対策事業 
北九十九里海岸 

高潮・波浪による災害を防止し、背後地の人命及び財
産を防護するため、海岸保全施設の整備を図る。 
・総事業費 57.0 億円 
・事業期間 S54～H39 
・事業内容 ヘッドランド 1，814ｍ（5基）他 

⑥ 

５ 
海岸高潮対策事業 
千倉海岸 

高潮・波浪による災害を防止し、背後地の人命及び財
産を防護するため、海岸保全施設の整備を図る。 
・総事業費 40.3 億円 
・事業期間 S56～H22 
・事業内容 緩傾斜護岸 1，306ｍ他 

⑥ 

６ 
海岸侵食対策事業 
一宮海岸 

波浪等による海岸侵食を防止し、背後地の人命及び財
産を防護するため、海岸保全施設の整備を図る。 
・総事業費 115 億円 
・事業期間 S58～H29 
・事業内容 ヘッドランド 4，255ｍ（10 基）他 

⑥ 

７ 
通常砂防事業 
白狐川 

土砂災害から人家等を保全するため、砂防施設の整備
を図る。 
・総事業費 29.4 億円 
・事業期間 H6～H28 
・事業内容 砂防えん堤 8基 他    

⑥ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



２ 市町村事業 

番号 
事 業 名 

路線又は箇所名等 
事 業 概 要 

再評価
の理由

１ 
土地区画整理事業 
新田・下宿地区 

JR 五井駅周辺の公共施設整備により、スプロール化の
進む密集市街地の改善を図り、良好な住環境を有する
中心市街地整備を推進する。 
・事業主体 市原市 
・総事業費 172.45 億円 
・事業期間 S58～H21 
・事業面積 35.8ha 

⑥ 

２ 
住宅市街地基盤整備事業 
四街道都市計画道路 3･4･20 号物井 1 号
線 

都市再生機構施行の土地区画整理事業と併せて、ＪＲ
物井駅周辺地区の交通環境の整備のため、幹線道路と
して整備を図る。 
・事業主体 四街道市 
・総事業費 9.47 億円 
・事業期間 H6～H20 
・事業延長 0.93ｋｍ 

⑥ 

３ 
住宅市街地総合整備事業 
猫実五丁目東地区 

老朽住宅の密集等により、住環境の整備等が必要と認
められる住宅市街地において、防災性能の向上を目的
とした良好な住環境の整備を図る。 
・事業主体 浦安市 
・総事業費 15.92 億円 
・事業期間 S58～H20 
・事業面積 1.98ha 

⑥ 

４ 
総合流域防災事業 
上前川 

やすらぎや潤いを感じられる自然環境の創出や、人々
が安心して暮らすことができるため、治水の安全確保
を目的とした河川整備を図る。 
・事業主体 市原市 
・総事業費 24 億円 
・事業期間 S53～H25 
・事業延長 3.09Ｋｍ 

⑥ 

再評価の理由：① 事業採択後、５年間を経過した時点で未着工の事業 
       ② 事業採択後、１０年間を経過した時点で継続中の事業 
       ③ 事業採択前の準備・計画段階で５年間が経過している事業 
       ④ 事業採択時における予定事業実施期間が５年以内の事業であって、事業採択後５年を経過した時点

で継続中の事業 
       ⑤ 事業採事業採択時における予定事業実施期間が５年超で、かつ事業採択後５年を経過した時点で継

続中の事業であって予備的な検討を行った結果、再評価が必要とされた事業 
⑥再評価実施後一定期間（５年・１０年）が経過している事業（再再評価事業） 



問合せ先一覧 

 

 

担当課 種   別 電話番号 

県土整備政策課 総括 ０４３－２２３－３１６３ 

都市整備課 土地区画整理事業 ０４３－２２３－３５４１ 

住宅課 
住宅市街地基盤整備事業 

住宅市街地総合整備事業 
０４３－２２３－３２２９ 

道路整備課 街路事業 ０４３－２２３－３２６９ 

河川整備課 

海岸事業 

砂防事業 

河川事業 

０４３－２２３－３１５２ 

 

 


